
特別掲載

■ 賞与集計について

■ 概況（事業所規模30人以上） 対前年差

支給労働者1人平均支給額 342,476 円 2.2 ％ ↗

支給事業所数割合 92.7 ％ △ 1.0 ポイント ↘

支給労働者数割合 94.6 ％ 0.2 ポイント ↗

平均支給率 1.06 か月分 △ 0.10 か月分 ↘

１ 支給労働者1人平均支給額

２ 支給事業所数割合

３ 平均支給率（平均支給月数）

【主な産業の状況】
対前年差

か月分       か月分

製造業 490,539 円 △ 5.6 ％ ↘ 3年ぶりマイナス 92.4 ％ 1.33 △ 0.06

卸売業,小売業 230,109 円 △ 0.8 ％ ↘ 3年ぶりマイナス 93.7 ％ 0.84 △ 0.26

医療,福祉 315,014 円 △ 3.0 ％ ↘ 2年連続マイナス 96.0 ％ 1.04 △ 0.13

■ 集計事項の説明
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令和５年 年末賞与の結果 埼玉県

　　対前年比/対前年差

　この調査結果は、毎月勤労統計調査の令和５年１１月分～令和６年１月分の３か月間に支給された「特別に支

払われた給与」の中から、賞与・期末手当等の一時金として支給された給与（以下「賞与」という。）を抜き出して

集計したものです。

4年連続プラス

4年ぶりマイナス

2年ぶりプラス

支給事業
所数割合

平均支給率
対前年比

　支給労働者１人平均支給額は、前年より7,280円増の342,476円となり（前年比2.2％増）、2年ぶりのプラスとな
りました。

3年ぶりマイナス

　「支給事業所数割合」とは、規模３０人以上の事業所総数に対する賞与を支給した事業所数の割合である。

　「支給労働者数割合」とは、規模３０人以上の常用労働者総数に対する賞与を支給した事業所の全常用労働者数（当該

事業所で賞与の支給を受けていない労働者も含む）の割合である。
　「平均支給率」（平均支給月数）とは、賞与を支給した事業所ごとに算出した「所定内給与」に対する「賞与」の割合（支給

月数）を単純平均したものである。

　「支給労働者１人平均支給額」とは、賞与を支給した事業所の全常用労働者（当該事業所で賞与の支給を受けていない

労働者も含む）についての１人平均賞与支給額である。

　所定内給与に対する支給割合は、前年より0.10か月分減の1.06か月分となり、3年ぶりのマイナスとなりまし
た。

１人平均支給額

　支給事業所の割合は、前年より1.0ポイント減の92.7％となり、4年ぶりのマイナスとなりました。

　「対前年比」とは、本年の「支給労働者１人平均支給額」における前年からの増減率である。賞与については、指数を作

成していないため、実数より算出している。
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平成28年 29年 30年 令和元年 ２年 ３年 ４年 ５年

支給額 調査産業計 303367 315969 344432 349403 307684 336224 335196 342476

支給額 製造業 429138 451445 458493 478407 456625 516229 519533 490539

前年比 調査産業計 -2 4.2 9 1.4 -11.9 9.3 -0.3 2.2

前年比 製造業 2.5 5.2 1.6 4.3 -4.6 13.1 0.6 -5.6
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年末賞与支給額 の推移 （規模３０人以上） 支給額 調査産業計
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